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研究成果の概要（和文）：  

自立活動を主として指導する教育課程については、教育課程編成の柔軟性ゆえにそのあり方

が問われている。特別支援学校（肢体不自由）の教師が描く指導の展望は約３、４年であり、

「日々の指導の見通しに対する困難さ」や「自立活動の指導における個別の指導計画作成上の

不安」が影響を及ぼしていることが明らかになった。これまでに「実施したカリキュラム」と

個々の児童生徒が「達成したカリキュラム」に基づく教育課程の検討が課題である。 

 

研究成果の概要（英文）： 

It was difficult to determine what to instruct students in the curriculum based on 

JIRITSUKATSUDOU. Teachers of special support schools for students with physical disabled could 

have vision of instruction just 3 or 4 years, the vision of instruction depended on 'difficulties of making 

practical plans for instruction' and ' worries of making Individual Teaching Plan for 

JIRITSUKATSUDOU'. It was suggested that we should discuss the Curriculum based on ' Implemented 

Curriculum' and ' Attained Curriculum'. 
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１．研究開始当初の背景 

教育の場を問わず、個々の障害のある児童
生徒の教育的ニーズに応じた適切な指導及
び必要な支援を行うことを標榜する特別支
援教育において、特別支援学校は、地域の特
別支援教育のセンター的機能を果たす役割
を担う一方、自校に就学する児童生徒の重
度・重複化への教育的対応を一層充実させる
責務を負う。 
 現在、特別支援学校（肢体不自由）におい

ては、重複障害学級在籍の割合が全体の 75％
を占める。各学校には、学校教育法施行規則
及び学習指導要領に記された「重複障害者等
に関する教育課程の取扱い」を、対象児童生
徒の実態に応じて適用し、弾力的な教育課程
を編成することが求められる。国立特別支援
教育総合研究所が平成 13 年（2001）に実施
した調査によると、自立活動を主として指導
する教育課程で学ぶ児童生徒は 40％を超え
ている。 
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 自立活動の指導については、特別支援学校
学習指導要領に示された内容から、個々の実
態に応じて必要とする項目を選定し、それら
を相互に関連づけて具体的な指導内容を設
定することとなっているが、教育現場では、
「どのような将来像を見通して、いつ、何を
指導すべきか」に悩み、目標や内容の妥当性、
系統性、評価の信頼性等が喫緊の課題となっ
ており、学校全体としての教育計画である教
育課程についても同様である。 
 
２．研究の目的 

平成 11年に告示された学習指導要領以降、
重度・重複障害児の指導については、個別の
指導計画が作成され、実態把握に基づく目標
設定と実践及び評価が重ねられてきている。 
 そこで本研究では、個々の実態に応じた指
導の記録である個別の指導計画の分析から
自立活動を主として指導する教育課程にお
けるこれまでの指導実践を把握すること、ま
た、特別支援学校（肢体不自由）教師の指導
に関する展望の実態を明らかにすること、さ
らに、自立活動の指導における評価の観点に
ついて検討することを通して、今後の自立活
動を主として指導する教育課程の検討に必
要な基礎資料を得ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
（１）これまでの指導実践の把握 

Ａ県立特別支援学校（肢体不自由）4校の
学校要覧、及び、自立活動を主として指導す
る教育課程の児童生徒 53 名（小学部 1年～
高等部 3 年）を対象に作成された個別の指導
計画（平成 11 年度～平成 19 年度に作成）を
資料とした。個別の指導計画に記載された
指導事項について、統語的カテゴリーに基
づく内容分析を行い整理した。なお、対象
資料については依頼者が調査協力校へ出向
いて閲覧し、パソコンへのデータ入力を行っ
たが、個人を特定する情報については暗号化
を図り、学外へ流出しない対応に留意した。 
（２）特別支援学校（肢体不自由）教師の指
導に関する展望の実態 
Ａ県立特別支援学校（肢体不自由）4校の

教師 163 名を対象に、郵送法による質問紙調
査を実施した（は 2009 年 7 月下旬）。調査項
目は、フェースシート、日々の指導で困難に
感じていること、将来の見通し、自立活動の
指導において困難に感じていることに関す
る項目から構成した。なお、項目の選定にお
いては、安藤（2000）、国立特殊教育総合研
究所（2003）を参考にした。特別支援学校（肢
体不自由）の教師 5 名を対象に予備調査を実
施し、修正を加えた。回答者は、指導におい
て困難に感じていることについて、「非常に
そう思う」「どちらかと言えばそう思う」「あ
まりそう思わない」「全くそう思わない」か

ら一つを選択することが求められた。 
（３）自立活動の指導における評価の観点 
質問紙による調査を実施した（対象者及び

実施時期は（２）と同じ）。調査項目につい
ては、自立活動における指導目標を設定する
際に参考とする資料や情報、指導目標を設定
する際に重視（意識）している視点、指導後
の評価で重視している点に関する項目から
構成した。 
 
４．研究成果 
（１）これまでの指導実践の把握 
 個別の指導計画は、各学校の教育課程を
個々の児童生徒の実態や教育的ニーズに応
じて具現化したものである。平成 11 年度以
降の個別の指導計画の記載を分析した、自立
活動を主として指導する教育課程で学ぶ児
童生徒 53 名に対する指導事項では、多いも
のから順に「さまざまな姿勢に慣れる、抗重
力姿勢の保持」（46 名）、「意思の表出、選択
行動、要求行動の確立」（30 名）、「過敏の除
去、感覚・運動刺激の受容」「目的的な手指
操作の習得」（28 名）、「移動能力の向上」（27
名）があげられ、以下、「興味関心の拡大」（23
名）、「筋緊張の弛緩」（22 名）、「脱臼の予防、
側彎や拘縮の進行予防」（21 名）と続いた。
個々の児童生徒に対して経年的に目標設定
されるものも尐なくなかった。 

「個別の指導計画」を引継ぎ、指導の継続
性を担保することは重要であるが、一方で、
その都度、各担任が、引継ぐ目標を生活年齢
や卒後の生活をふまえて吟味し、児童生徒か
ら引き出したい姿を手だてを含めて具体化
し、指導展開の工夫を図ることが重要となる。 
 また、先の指導事項は今後も自立活動を主
として指導する教育課程で学ぶ児童生徒に
必要なものであり、実態把握や指導の方向性
を考えるにあたっては、外部専門家の活用を
図る機会も増えると考えられる。教師として
助言をふまえて授業づくりに従事するため
には、我が校の学校教育として子どもに育む
力を教師間で共有しておくことが、各教師の
拠り所にもなり重要と考える。 
（２）特別支援学校（肢体不自由）教師の指
導に関する展望の実態 
①日々の指導に関わる主観的評価 
 各項目について、４段階の評定に対して
「非常のそう思う」(４点)、「どちらかと言
えばそう思う」(３点)、「あまりそう思わな
い」(２点)、「全くそう思わない」(１点)と
した得点を与え、主因子法による因子の回転
を行い、さらに単純構造を得るためのバリマ
ックス法を適用した。共通性が低い、あるい
は複数の因子に高い負荷量を示す項目を削
除しながら因子分析を繰り返したところ、
「どのような内容を指導したらよいか悩む
ことがしばしばある」「子どもが将来どのよ



 

 

うな内容の学習をしているのか見通すのは
難しい」「子どもの社会生活上必要な生きる
力を意識した指導を考えることはそう難し
いことではない」の３つの項目からなる１因
子が抽出され（Table 1）、「日々の指導の見
通しに対する困難さ」と命名した。chronbach
のα信頼性係数を算出したところ、0.68 であ
ったことから、内的一貫性はほぼ満たされて
いると判断した。 
 さらに、抽出された因子の因子得点を従属
変数として、対象者の所属学部、担当する教
育課程、障害児教育経験年数による一変量の
分散分析を実施した結果、有意差は認められ
なかった。 
②自立活動の指導における個別の指導計画
作成に関わる主観的評価 
 ①と同様に各項目について得点を与え、主
因子法による因子分析を行ったところ、７つ
の項目すべてが１因子に高い負荷量を示し
たので（Table 2）、一因子構造にあると判断
した。「自立活動の指導における個別の指導
計画作成上の不安」と命名した。chronbach
のα信頼性係数を算出したところ、0.91 であ
り、内的一貫性が確認された。 
 抽出された因子の因子得点を従属変数と
して、対象者の所属学部、担当する教育課程、
障害児教育経験年数による一変量の分散分
析を実施した結果、障害児教育経験について
は有意差が認められた（F(3、134)=4.057、
p<.01 ）。Tukey 法による多重比較の結果、「5
年以下」群は「11～17 年」群に比べて 5％水
準で、「18 年以上」群に比べて１％水準でそ
れぞれ有意に高いことが認められた。 

 
③日々の指導及び自立活動の指導における
個別の指導計画作成に関わる主観的評価が
指導の展望に及ぼす影響について 
 子どもが将来どのような内容の学習をし
ているか、またどのような生活をしているか、
その見通しについて、年数で回答を求めた。 

 子どもの将来の学習内容の見通し（以下、
「学習の見通し」とする）については、Fig.1
のような回答を得た。平均 2.90 年、標準偏
差 1.75 であった。次に子どもの将来の生活
の見通し（以下、「生活の見通し」とする）
については、Fig.2 のような回答を得た。平
均 4.01 年、標準偏差 2.83 であった。 
 

Fig.1 受け持つ児童生徒の学習内容に関する見通し 

 

Fig.2 受け持つ児童生徒の将来の生活に関する見通し 

 
 
 先述の、日々の指導及び自立活動の指導に
おける個別の指導計画に関わる主観的評価
に関する因子分析で確認された「日々の指導
の見通しに対する困難さ」因子、「自立活動
の指導における個別の指導計画作成上の不
安」因子を説明変数に、「学習の見通し」「生
活の見通し」を従属変数に重回帰分析を行っ
た結果を Table 3、Table 4 に示した。 
 学習の見通しについては、「自立活動の指
導における個別の指導計画作成上の不安」
（β＝-.259、p<.01）が、生活の見通しにつ
いては、「日々の指導の見通しに対する困難
さ」（β＝-.228、p<.05）がそれぞれ有意に
負の影響を及ぼす傾向が明らかになった。 

Table 1　日々の指導に関わる因子分析結果

番号 項目内容 因子負荷量 共通性

2① どのような内容を指導したらよいか悩むことがしばしばある。 .507 .257

2⑤
子どもが将来どのような内容の学習をしているのか見通すの

は難しい。
.853 .727

2⑧
子どもの社会生活上必要な生きる力を意識した指導を考える

ことはそう難しいことではない。
.600 .359

累積寄与率（％） 44.79

Table 2　自立活動の指導における個別の指導計画作成に関わる因子分析結果

番号 項目内容 因子負荷量 共通性

4① 子どもの実態把握が難しい。 .706 .498

4② 子どもの実態を正確に把握できたかどうか不安である。 .820 .673

4③ 子どもの実態を多面的に把握できたかどうか不安である。 .821 .673

4④ 何を基準に目標を設定すべきなのかわからない。 .764 .584

4⑤ 設定した指導目標がこれでよいか不安である。 .766 .586

4⑥ 長期的な成長の見通しが難しい。 .733 .537

4⑦ 長期的な成長の見通しが適切かどうか不安である。 .787 .620

累積寄与率（％） 59.59



 

 

 
 自立活動を主として指導する教育課程に
ついては、教育課程編成の柔軟性ゆえにその
あり方が課題視されている。そのような中、
特別支援学校（肢体不自由）には、小学部入
学時点から個別の教育支援計画や個別の指
導計画に基づく長期的な展望にたった系統
的な指導が求められている。そのような中、
教師の描く指導の展望は約３、４年であり、
「日々の指導の見通しに対する困難さ」や
「自立活動の指導における個別の指導計画
作成上の不安」が影響を及ぼしていること、
障害児教育経験年数の浅い教師ほど「自立活
動の指導における個別の指導計画作成上の
不安」が有意に高いこと、指導する教育課程
による結果には差異がないことが明らかに
なった。 
 教育課程編成の構成要件の基本要件とし
て、「教育目的・目標」「構造（スコープとシ
ーケンス）」「履修原理」があげられる（田中・
水原・三石・西岡:2007）。自立活動を主とし
て指導する教育課程においては、「構造」を
検討するにあたり、「何を」指導するのか自
体から、個の実態に応じて柔軟に編成するこ
とができる。しかしその裁量ゆえに、生活年
齢に応じた指導内容の設定や、すべて自立活
動に置き換えるのではなく教科としての指
導を追究することが課題となっている。 
 1979 年の養護学校義務制実施から 30 年の
歳月が経過した。教師にはカリキュラムづく
りの力量が問われる時代である（安彦:1999）。
個々の実態に応じて設定する指導目標を、各
学校が教育目標のもとにめざす児童生徒像
を個々に具現化した姿への一歩として捉え
ること、その成長を促すための意図的な働き
かけとして、日々の指導とその総体としての
カリキュラムを説明できることが求められ
る。在籍する児童生徒の障害の重度・重複化
が進む中、個々の教育的ニーズに対応するた
めに各学校が重複障害者等の教育課程の取
扱いの適用を重ねてきた、これまでの「意図
したカリキュラム（Intended Curriculum）」
（田中ら、2007）を評価すべき時にある。個々
の児童生徒に「実施したカリキュラム

（Implemented Curriculum）」（田中ら、2007）、
個々の児童生徒が「達成したカリキュラム
（Attained Curriculum）」（田中ら、2007）
をもとに、今後の自立活動を主として指導す
る教育課程において学校教育として子ども
に育む力とそのための「構造」を検討しなけ
ればならない。 
（３）自立活動の指導における評価の観点 
 目標設定の際に重視している点について、
「子どもの発達段階」については「非常に重
視する」「重視する」が全体の 96.6％を占め
たのに対し、「学校の教育目標」「目指す児童
生徒像」については「まったく重視しない」
「あまり重視しない」が 4 割前後を占めた。 
 評価の際に重視する点については、70．9％
（105 名）の教師が数値化を含めた具体的な
目標設定を行う等、客観的な評価を追究して
いると回答し、50．7％（75 名）の教師が「関
心・意欲」や「思考・判断」を評価しようと
工夫を試みていた。 
 自立活動を主として指導する教育課程で
学ぶ児童生徒の指導については、具体的で客
観的な評価を追究する結果、指導の目標が技
能・表現に偏りがちであること、また、スモ
ールステップ化を図って設定した学期目標
であっても、一学期間の評価を通して目標を
達成していくプロセスを示しにくい子ども
たちの実態がある。 
 教科の指導では、目標を達成したとみなす
ための評価規準（基準）を「関心・意欲・態
度」「思考・判断」「技能・表現」「知識・理
解」の評価の観点ごとに整理し、それに照ら
して評価を行う。新学習指導要領（平成 20
年 3月告示）では、これまでの「生きる力」
を重視する考え方を踏襲した上で、知識・技
能に加え、思考力・判断力・表現力をバラン
スよく育むことが提唱された。この教育界の
動きには、自立活動を主として指導する子ど
もたちも「準ずる」こととなる。改訂の趣旨
をふまえ、自立活動の指導においても、評価
の観点に基づいた授業でめざす子どもの姿
の具体化と実践、バランスのとれた子どもの
学びのプロセスの評価（目標設定）が求めら
れるのではないかと考える。 
 「評価したい側面」は「子どもに育みたい
側面」である。自立活動の指導については教
科のように評価の観点が明示されていない。
自立活動の目標のもとに個々の実態に応じ
た内容の選定と指導目標の設定を行うため
評価規準も存在しない。「目標設定の視点」
と表裏一体の関係にある「評価の観点」の言
語化による表出化と連結化（Fig.3）が重要
と考える。 
 個々の実態に応じて内容を選定し指導目
標及び指導内容を設定する自立活動の指導
は、学校教育目標のもとめざす児童生徒像と
の関連が深い。学校教育目標のもとめざす児

Ｔable 3　「学習の見通し」を従属変数とする重回帰分析結果

学習の見通し

β

自立活動の指導における個別の指導計画作成上の不安 -.259 *

日々の指導の見通しに対する困難さ -.165

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R
2 .142

*p <.01

Ｔable 4　「生活の見通し」を従属変数とする重回帰分析結果

生活の見通し

β

自立活動の指導における個別の指導計画作成上の不安 -.075

日々の指導の見通しに対する困難さ -.228 *

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R
2 .077

*p <.05



 

 

童生徒像をふまえた評価の観点を各学校で
設定し、その観点に沿って子どもの成長の記
録を再評価し、今後の蓄積を図っていくこと
が、今後の自立活動を主として指導する教育
課程を検討する際の基礎資料を得る上で重
要と考える。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
※立田慶裕編（2005）「教

育研究ハンドブック」世

界思想社P.204より引用 

Fig.3 無意識の意識化と共有 

 
（４）今後の課題 
 1979 年の養護学校義務制実施以降、特別支
援学校に在籍する児童生徒の障害の重度・重
複化への対応は、重複障害者等の教育課程の
取扱いを適用する各学校の裁量に委ねられ
てきた。ボトムアップの視点で指導計画を立
案する自立活動の考え方や自立活動を主と
して指導する教育課程は、個々の児童生徒の
実態や教育的ニーズに対応する点で評価さ
れる。 
 しかし一方で、個々の実態を基点とする指
導計画の立案及び教育課程の編成は、教師が
指導の展望を描きにくい状況をもたらした。 
 義務制実施から 30 年の歳月が経過し、編
成の柔軟性ゆえにそのあり方が課題視され
ている重複障害者の教育課程について、これ
まで個々の児童生徒に「実施したカリキュラ
ム」と個々の児童生徒が「達成したカリキュ
ラム」の分析・評価をもとに、今後、学校教
育として何をどのように育むのか、「教育目
的・目標」「構造（スコープとシーケンス）」
を検討する時期にある。 
 カリキュラム研究に関する 1970 年代以降
の動きに、学校を基盤としたカリキュラム評
価がある。日々の教育実践データに基づき学
校が主体となって行うカリキュラム評価で
ある。教育課程編成における学校裁量の大き
い自立活動を主として指導する教育課程の
検討を行うにあたり、このカリキュラム評価
の研究動向から得る示唆は大きいと考える。 
 今後は、個別の指導計画や通知表に記録さ
れた評価内容の分析や指導を担当した特別
支援学校（肢体不自由）教師へのインタビュ
ー調査を実施し、個々の児童生徒が「達成し
たカリキュラム」を明らかにすること、さら
に、卒業生や保護者、進路先の関係者、特別

支援学校（肢体不自由）教師を対象としたイ
ンタビュー調査を実施し、各々の立場から学
校教育に期待する指導内容を明らかにする
ことが課題である。 
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